
は　じ　め　に

　今日，ソーシャルメディアは，新しいネットワークコミュニケーションツールとして，個
人の情報発信やコミュニケーションを目的とするインターネットの中で最も利用されてるも
のの一つである。
　また，ブログや SNS（Social Networking Service）は人と人とのつながりを促進しサポー
トし，誰もが参加できるというだけではなく，参加者を限定したものも増え，企業内や地域
内だけでなく大学においても活用されている。
　そのため，個人が容易に情報を生みだすことも可能となり急速に利用も拡大し，情報の価
値や視聴者などの行動に変化や影響をもたらしている。
　情報通信政策研究所（２００９）によれば，本格的な情報サービス開始から，ブログは５年以
上，SNSは４年以上が経過し，最近はサービス提供形態や，携帯電話向けの SNSが急増し
新しい展開も見られていると言われている。
　そのことは，就職活動中の学生や求職者にとっても他の人がどのような就職活動を行って
きたか，経験情報を得る手段の一つであり，有用な情報を得ることは地理的にも時間短縮に
も影響してきている。
　岩脇千裕リクルートワークス研究所（２００６）によると，長引く不況の中で，経済のグロー
バル化に伴う，企業の海外流出など，雇用条件の変更にせまられる中で１９９０年代半ば以降に
企業は従来の終身雇用，年功主義賃金などの雇用慣行から非正規雇用者，中途採用の活用と
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成果主義の賃金制に代表される新しい雇用管理制度への移行を目指し，必要な労働力を外部
労働市場から，そのつど補充する傾向を見せてきた。
　そして，この傾向は，求職者の採用にも影響を及ぼし，そのため新卒者に対して従来の伝
統的な，いわゆる終身雇用というかたちだけの正規採用を制限する企業が増え，さらには企
業は大量に一括採用し，長い時間をかけて教育訓練をおこない人材を育成することで戦力化
を図っていくやりかたから，少数厳選へと転換し，企業の要求水準も上がり新卒者に対して
も即戦力を求められるようになってきている。
　そのため企業は，求める人材を効果的に採用するため学生や求職者に対して企業が必要と
する情報を提供し，学生は企業が求める条件の収集源として就職サイトのマイナビやリクナ
ビや SNSを用いて積極的に企業との間で情報を交換しながら就職活動をする学生や求職者
が増えてきている。
　さらに，総務省によれば２００４年から大手企業各社は社内でのコミュニケーションの活性化
や内定者囲い込みの対策にも導入している企業が多いことを公開している。
　本稿では，新卒者や求職者が希望の企業から内定を勝ち取るためにはどのような就職活動
が重要でどのようなブログや SNSが利用されているのか実態を探ることを目的とした。

１　ソーシャルメディアとその利用動向

　日本経済新聞２０１０年４月１３日によれば，ソーシャルメディアとは誰もが参加できインター
ネットなどの技術を用いて，情報を発信することで形成される情報交流メディアである。
　そして，メディアの形態として，電子掲示板システムやブログ，SNS，共有サイト，通信
販売サイトなどのインターネットサービスを挙げている。また，新聞やテレビなどの従来の
マスメディアは含まれない。
　たとえば，そのメディア形態の「SNSやブログ」という２つの言葉が新聞に登場したのは， 

２０１０年４月１３日，日本経済新聞で「いまさら聞けないソーシャルメディアとは ?」という見
出しで，「ソーシャルメデイアをよくわからないまま言葉を使っている……」とある。
　そして「SNS」という言葉では，２０１２年５月１５日，日経産業新聞で「情報感度高い人材つ
かめ SNS求人３つのツボ……」という見出しで，「交流サイト（SNS）などを使って企業が
人材を採用する……」 とある。
　また，２０１２年６月４日，日経 MJ流通新聞で「学生の就活支援ネットサービス続々……」
という見出しの中で，「SNS（交流サイト）を採用に生かすソー活に取り組む大手企業も増
え……」とある。
　さらに，２０１２年７月６日，日経産業新聞で「ビートコミュニケーション SNS大学向け就職
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支援……」の中で「社内向け交流サイト（SNS）大手ビートコミュニケーション大学向
け……」とあり，２０１２年６月２７日，日本経済新聞「素顔見える SNS就活……」で「フェイス
ブックなどのソーシャルネットワーキングサービス（SNS）を就職活動に利用する……」とあ
り，２０１２年８月２９日，日経 MJ流通新聞「ネットトラブル防止へ資格制度……」で「有害コ
ンテンツ SNS炎上……」とあり，２０１２年１０月２４日，日経産業新聞「ソーシャルリクルーティ
ング……」で「交流サイト（SNS）を使って企業が人材を採用……」とある。
　また，２０１２年１０月２４日，日経産業新聞によれば，交流サイト（SNS）のソーシャルメディ
アの活用と就職活動を組み合わせて「ソー活」と呼ばれているという。
　その「ソー活」という言葉は２０１２年５月２日，日経 MJ流通新聞「ソー活」で「交流サイ
ト（SNS）に採用窓口となるページを開設する企業が増える……」。２０１２年５月１５日，日経産
業新聞「就職活動，略してソー活を活発化……」と言っている。
　現在では，企業，教育機関でも内部向けコミュニケーションから始まり，内定者や学校の
卒業生の囲い込みなどいろいろな用途に使われている。
　また，最近では GREEなどでも携帯電話にも応用されており，さまざま形でソーシャル
ネットワーキングサービスは普及している。
　総務省によれば，２００６年 SNSの利用者は７１６万人に達しており，２００７年には１，０４０万人，
２００９年には７，１３４．４万人である。
　アメリカの最大級の SNSはアメリカだけの会員で６，０００万人を記録している。韓国ではサ
イワールドが圧倒的に人気があり，利用者が１，８００万人で韓国の総人口の３分の１が参加し
ている。
　たとえば，厚生労働省２０１２年１１月２７日によれば，２０１２年３月大学を卒業した学生の就職状
況などを文部科学省と共同調査し２０１２年１０月１日，図１「大学等卒業者の就職状況調査」現
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図１　大学等卒業者の就職状況調査
厚生労働省（２００８－２０１２年）
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在の状況を取りまとめている。
　「大学等卒業者の就職状況調査」は年４回実施され（１０月１日，１２月１日， ２月１日， ４
月１日）におこなわれ翌月発表されている。
　調査校の内訳は，国立大学２１校，公立大学３校，私立大学３８校を対象にしておこなわれて
いる。
　大学卒業者の就職内定率の推移は，２００８年は４月１日， ２月１日，１２月１日は過去最高の
内定率を更新している。しかし，２００９年，２０１０年と前年を下回り，２０１１年はさらに下回り， 

３年連続減少している。東日本大震災により，新規学校卒業予定者の就職内定状況に影響し
たことが予測され，厚生労働省は各都道府県労働局およびハローワークを通じて状況の把握
など緊急対応している。
　２００８年４月１日９６．９％に達していた就職率は，その後の景気低迷の影響を受け２０１１年４月
１日は９１．０％と下降しており，リーマンショック以降の景気低迷の影響を受け厳しい就職環
境を示している。しかし，２０１２年は２００９年にくらべると多少減少しているが４年ぶりに前年
を上回った。２０１２年４月１日現在は９３．６％，１０月１日現在５９．９％からの伸び率は３３．７％と増
加し，調査開始以来最高率の伸び率になっている。
　また，株式会社マイナビによれば，２０１２年９月国内企業を対象に，「２０１３年卒マイナビ企
業新卒内定状況調査」１，９６９社回答によると，次年度採用数について「今年度並み」と回答
した企業は７７．０％と前年の８１．０％より減り，「大幅に増やす」＋「多少増やす」１１．１％，前年の
９．１％より増え，「大幅に減らす」＋「多少減らす」が１１．８％と前年の９．９％より増しているが，
倫理憲章の影響でスケジュール変更の遅れもあるが全体としてほぼ今年度と同程度の採用数
と考える企業が大半である。
　では，企業が求めている人材像とは何か。経済産業省によれば２００５年より「社会人基礎力
育成研修会」を立ち上げ，グローバル化する経済社会において，一人ひとりの能力を企業や
地域社会での活躍を視野に入れ，着実に高めていくことが重要となっている。その中で，「社
会人基礎力」として３つの力と１２の能力要素を提唱している（表１）。前に踏み出す力とし
て（前に踏み出し，失敗しても粘り強く取り組む力），考え抜く力として（疑問をもち，考
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表１　社会人基礎力・３つの力と１２の能力

チームで働く力考え抜く力前に踏み出す力

傾聴力発信力課題発見力主体性

状況把握力柔軟性計画力働きかけ力

ストレスコントロール力規律性創造力実行力

経済産業省（２００５年）



え抜く力），チームで働く力（多様な人々とともに目標に向けて協力する力，）企業や地域社
会での多くの人と接触しながら仕事をしていくために必要な能力を課題として示している。
　また，日本経済新聞２０１３年５月１日によれば，人材サービスのリクルートキャリアが今春
卒業の学生に調査によると，「企業の採用基準を知ることができた」２９％にとどまり，大手
企業や人気企業が採用サイトに掲げる「求める人物像」はコミュニケーション能力のある人，
チャレンジ精神が旺盛な人と一目瞭然であるが，あいまいな表現が並んでいる。
　さらに，厚生労働省は２０１２年１月より文部科学省および経済産業省と連携し，「卒業前最
後の集中支援」に取組み，就職が決まらないまま卒業した新卒者や求職者に対しても，就職
内定者と同様に社会人としてスタートが切れるように， ６月末を目途に集中的な個人支援を
実施し， １日でも早い就職の実現に向け実施している。
　また，新卒応援ハローワークでは，新卒者が安定した仕事に就けるよう，新卒者の就職支
援を進め，文部科学省，経済産業省との連携による「卒業前最後の集中支援」を２０１２年から
取組み，さらに卒業がせまった年度末には，卒業までの就職を目標に学校などの協力を得て
新卒応援ハローワークやハローワークへの未内定者の誘導やジョブサポートによる電話での
来所の呼びかけ，来所者への個別支援や面接会の集中開催などを実施している。
　そして，保護者への働きも進め労働局等から学生や求職者の保護者に，就職をあきらめな
いことや，中小企業にも目を向け，新卒応援ハローワークやハローワークを積極的に活用す
ることを呼びかける文書を送付し，就職活動中の新卒者や求職者が利用しやすいように，全
国ネットワークによる求人情報の提供，紹介や活動に役立つ各種セミナーや，個別支援でエ
ントリーシートや履歴書の作成方法や面接指導もおこなっている。
　日本経済団体連合会によれば，２０１２年１１月１３日，最近の就職活動の早期化ゆえの長期化の
是正を図るため「採用選考に関する企業の倫理憲章」の改定により，公平，公正な採用の徹
底，正常な学校教育と学校環境の確保，採用選考活動早期開始自粛，広報活動であることの
明示，採用内定日の遵守，多様な採用選考機会の提供，インターシップの７つの大幅改定を
行っている。このことから会社説明会など就職活動に関する企業の広報活動は，卒業，修了
学年が前年の１２月１日以降の開始になり，選考活動は卒業，修了学年の４月１日以降となり，
新卒者の就職活動が短期化し，企業側や学生側双方の負担軽減につながる利点があるという
期待がある。
　さらに，トレンド総研２０１２年１１月によれば，「採用選考に関する企業の倫理憲章」の改定
により，短期間において展開される新卒者の就職活動に利用者が拡大しているソーシャルメ
ディアへの注目はより大きなものとなると言っている。
　具体的に，ソーシャルメディアが，人と人とのつながりや実社会でどのような影響を与え
ているかというと，たとえば，レッカ社（２０１２）によれば，２０１１年の東日本大震災では交通
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情報や帰宅困難者向けの休憩場情報などソーシャルメディアを通して拡散され，現場からの
即時性のある情報の共有は誰でも情報発信ができる利点があり，広く認知されることになっ
たのは大きいと言っている。
　また，情報通信白書（２０１１）によれば，「次世代 ICT社会の実現がもたらす可能性に関す
る調査」のソーシャルメディアの利用目的について，「もともとの知人とのコミュニケーショ
ンのため」４３．９％は SNS利用者が多く，「知りたいことの情報を探すため」５８．５％は Twitter

の利用者が多く，「同じ悩みごとや相談ごとを持つ人を探すため」は１３．１％でブログ利用者
が多いと示している。このことから，ソーシャルメディアは人と人を結びつけ，個人の身近
な問題や不安など社会的な孤立を避け社会的関係の中で支え合う役割を果たしている。
　また，企業内では社員同士の横のつながりや情報，知識などのノウハウを共有し，現場で
は同じ目的，悩みなど仲間や社員同士の交流にも使われている。
　そして，情報通信白書は２０１１年，そのソーシャルメディアの利用数，利用経験の状況とし
て，図２「次世代 ICT社会の実現がもたらす可能性に関する調査」を実施している。
　総務省は利用数，利用経験について調査し，現在４２．９％の回答者がソーシャルメディアを
現在利用し，そのうち１つだけ利用している人が１７．５％あるのに対して，複数利用している
人は２５．４％である。ソーシャルメディア利用者の約６割が複数利用している。また，過去に
利用したことがあるが現在利用していない人は１０．０％である。
　また，現在の利用率は年代別に大きな差があるようである。１０代は７１．７％，２０代は９１．６％，
３０代は４８．３％，４０代３３．７％，５０代２７．４％，６０代は２３．３％と１０代は利用者の７割が複数利用し
ていると示している。
　また，トレンド総研２０１２年１１月に２０１３年度４月入社の就職活動を行った大学生に図３「就
職活動においてソーシャルメデイアを活用したか」の調査を実施している。
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総務省
図２　次世代 ICT社会の実現がもたらす可能性に関する調査



　「就職活動においてソーシャルメデイアを活用したか」の調査の対象者は大学生，大学院
生６５２名（内男性２９３名，女性３５９名）を対象におこなわれ，調査の回答は「頻繁に活用した」
１３．２％，「活用した」２２．１％を合わせると３５．３％になり，大学生の３人に１人以上が就職活動
にソーシャルメディアを活用していると示している。
　また，大学生はソーシャルメディアをどのように就職活動に役立てているのかというと，
ソーシャルメディアを実際に就職活動に活用した学生から「就職活動におけるソーシャルメ
ディアを活用するメリット」に最も多くあげたメリット１位は「就職先の企業のことを知る
ことができる」６１．７％，次にあげたメリット２位は「より早く情報を得ることができる」
５０．９％， ３位は「人間関係を広げることができる」４７．０％，４位は「ソーシャルメディア上
でしか得られない情報がある」３９．１％と続き，１位と２位と４位は情報収集に関する項目で
あり，このことから就職活動においてソーシャルメディアは情報の収集の効果的な１つの手
段として活用されていることがうかがえる。
　その結果，「就職活動におけるソーシャルメディアの活用」に関する調査でソーシャルメ
ディアを「まったく活用しなかった」と回答した人と，「少しでも活用した人」との内定率
の違いは，結果「少しでも活用した」は６７．１％に対して，「活用しなかった」５７．６％と９．５％
もの差があり，ソーシャルメディアの活用の有無により就職活動の結果に違いが生まれてい
ると示している。
　そして，そのソーシャルメディアには種類が数多くあり，総務省によれば，２０１１年現在
SNSやブログ Twitterはソーシャルメデイアの利用している種類として，図４「次世代 ICT

社会の実現がもたらす可能性に関する調査」を実施している。
　ソーシャルメデイアの利用者とその利用している種類は，企業や学生の注目度が高い，SNS

や Facebook が７５．２％と最も利用されており，続いてブログが５４．８％，Twitterは５０．０％，
ネット上の掲示版３３．１％と続き，地域 SNSは１７．６％，ミニブログ１６．１％という結果を示して
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広島修大論集　第 ５４ 巻　第１号

いる。
　SNSやブログや Twitterなどは，リアルタイムで情報が流通し，利用場所や時間を問わず
利用可能なため，より多く利用し，複数のソーシャルメディアが使われ就職活動において与
える影響は大きい。
　そして，就職サイトなどは日本全国の求人情報が掲載されており，求人数や情報量も豊富
であり，参加企業を募り，職業や仕事内容，募集条件などさまざまな切り口で検索でき，会
員登録をすることで就職に役立つ情報を入手でき，就職支援を受けることも可能になってい
る。
　その就職サイトで大学生に人気があるのは，大学就職 .net ２０１３年によれば，第１位はリク
ナビである。リクルート株式会社が運営し対応地域も全国が掲載され，新卒者向きの就職活
動のリクナビ，社会人向きのリクナビ NEXT，人材派遣のリクナビ派遣も含まれている。さ
らにセミナーの紹介，合同企業説明会，インターシップ情報，就職活動周辺情報なども提供
している。第２位は，はたらいくである。中小企業希望者に対応し，新卒者や第二新卒（既
卒者）両方に利用できる就職サイトになっている。リクルート株式会社が運営し地域密着型
をコンセプトにしているため地元就職に力を入れている。
　第３位は，日経就職ナビである。株式会社ディスコが運営し，大手企業希望者に対応し，
新卒者向けの就職サイトになっている。全国の８，０００社以上の企業を掲載し，大手企業の案
件もあり企業研究をする場合でもわかりやすいサイトになっている。さらに面接対応や履歴
書作成方法も指導している。
　学生が就職活動を行うにあたり就職サイトの利用は，ＩターンやＵターン就職を希望する
学生や新卒者にとっても，全国エリアで情報が掲載され，操作しやすく，希望する条件を指
定して検索することができ，自分に合った情報が掲示されるため就職サイトを利用するのは
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総務省
図４　次世代 ICT社会の実現がもたらす可能性に関する調査



有効である。
　しかし，情報通信白書（２０１１）によると，ソーシャルメディアの中にはブログ利用者は家
族構成，趣味，メールアドレスについて開示率が高く，SNS利用者はプロフィール機能の住
所，写真，勤務先，学校名，実名，血液型などの情報を開示する傾向もある。
　そのため，ソーシャルメディアを利用しない理由として最も多かったのが，「興味がない」
を除くと「個人情報を知られたくない」１８．２％，「不特定多数の人に知られたくない」９．９％，
「自分のプロフィールを悪用される可能性がある」７．５％，個人情報に関連する理由が多い。
　さらに「迷惑メールや詐欺メールがくる可能性がある」１７．９％の意見もある。
　また，今野晴貴は時代や社会環境の移り変わりの中で，違法な労働条件で若者を働かせる
ブラック企業と言われる言葉が急速に世間に広まったと言っている。
　２０１３年４月２３日，朝日新聞でユニクロ「同一賃金強まる選別‐成長か死か高まる要求」で
企業のグローバル化展開が加速する中で，グローバル企業の仲間入りをめざし世界同一賃金
を打ち出し，そのため優秀な人材を登用するため，世界規模で社員をふるいにかけるとある。
そのため，新卒社員が入社から３年以内で退社する割合は，２００８年から２０１０年では４６％～
５３％と高まり，およそ同期の半分が去る計算になり社員を酷使するブラック企業との批判は
高まったと示している。
　いずれも個人情報の懸念に関する項目があげられており，ソーシャルメデイアの利用に関
する課題と考えられる。まず利用者が自らの個人情報をソーシャルメデイアにおいてどのよ
うに開示しているか概観する必要もある。

２　ブログと SNSとその市場規模

　総務省２００９年によれば，２００８年度ブログ市場の規模は，約１６０億円，２０１０年度には市場規模
は約１８３億円になると推計されていた。分類別に見ると，ECショッピングサイト（約４３％），
広告（約４２％）の割合が高く，ブログ利用者はブログの特性を生かした口コミ広告が主体と
なっている。
　それに対して SNSは２００８年の市場規模は，約４９９億円，２０１０年度には市場規模は約７１７億円
と推計され，分類別に見ると，広告（約５８％），サービス（約４２％）の割合が高く，携帯電話
を利用した SNS事業者の成長や，有料サービスの多様化が進むと推計された。
　さらに，２００９年のブログの登録者は約２，６９５万人，２００９年１月には月間閲覧数は，約２０５億。
SNSは，２００９年１月で会員数は約７，１３４万人となり，２００９年１月の月間閲覧数は，約４３９億。
　情報通信政策研究所によれば，ブログは「日記作成機能をもったオンラインサービス全般」
を指し，SNSやミニブログなども含む概念であり，SNSやミニブログは２００５年以降本格的に
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登場してきたサービスである。
　また，はてなワールドによれば，ブログの始まりはニュースなどのサイトの URLを寸評
つきで紹介した英語のウェブサイトと言われる。その後ブログ用のツールが浸透し，本格的
に始まり，米英によるイラク侵攻においてイラクから更新されるブログが話題となり，その
知名度を大きく引き上げたと言われている。
　現在は，頻繁に用いられ作者の個人的な体験日記や，特定のトピックに関する話題など，
時系列で比較的頻繁に記録される情報のことをブログと呼ばれている。
　また，携帯電話などモバイル通信端末のインターネット機能を用いた出先などからの手軽
な更新が可能な仕様のものも多く，個人の日記などや手軽な意見表明の場として，時事問題
などについても論説するものもあり，企業など対外的な活動日誌などに位置づけて自社公式
サイト内でブログを公開している事も多いと示している。
　また，日本ではブログより先に， ２チャンネルなどがコミュニケーションの目的で浸透し
ている，Web日記などコミュニティも存在したが，当初日本でのブログの普及には懐疑的な
見方もあった。
　そして，総務省によれば，２００２年からサービスツールの日本語化から急速に普及し，２００６
年には日本国内でのブログ利用者が２，５３９万人に達している。
　日本におけるブログは，各ブログの投票数が多いことかが特長としてあり，２００６年には全
世界のブログ投稿の約３７％を日本語によるものが占め，英語や中国語を上回る第１位となっ
ている。
　また，その結果として日本独自のブログ形態とし，携帯電話からの写真付き投稿などに対
応したモブログがある。日本では市民権を得たブログは，個人のほか人気タレントや政治家
などによっても作成されるようになり，各界においてもブログ開設が盛んである。
　そして，SNSは，情報通信政策研究所によれば，「人と人とのつながりを促進・サポート
する機能をもち，ユーザー間のコミュニケーションがサービスの価値の源泉となっている会
員専用のウェブサービス」と定義している
　また，SNSには会員だけがサイト内のコンテンツを閲覧，利用できるクローズ系と非会員
でも一部コンテンツにアクセスできるオープン系の SNSがある。
　そして，従来は人のつながりを重視し，既存の参加者からの招待がないと参加できない招
待制のシステムが多いからだが，最近では登録制が多くなり，２００６年には GREEがモバイル
版の開始や，２０１０年３月に mixiも登録制に移行している。
　さらに，総務省によれば２００４年より社内でのコミュニケーションの活性化や内定者囲い込
み対策などにも使われはじめており，事例としてジョンソン・エンド・ジョンソンや NTT

東日本の社内活用や，総務省内活用があげられている。
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　SNSの代表として日本では mixi，GREE，Yahoo! Days世界では Facebook，Linkedin（リ
ンクトイン）などがある。
　また，情報通信政策研究所によれば，ブログと SNSは機能面では融合するようになって
おり，特に非会員でも一部コンテンツにはアクセス可能なオープン型 SNSにおいてはブロ
グ兼 SNSと呼ぶべきサービスも少なくないと言っている。

お　わ　り　に

　ソーシャルメディアは単なる情報の伝達や情報の入手手段として使われていた時代から大
きく進化している。
　とくに，新卒者や求職者にとっては卒業後の進路決定の第一歩となる，就職活動は自分の
生計を支えるうえで非常に重要であり，企業と業務の仕事や将来を具体的にイメージしなが
ら就職活動を行うことが必要であるという認識をもっている。しかし，新卒者や求職者の多
くは，先ず企業の知名度の高い大手企業を重視し，それを指標として企業選択を行う場合も
少なくない。そのため，学生の思い描く企業イメージと企業が求める求職者に対する本音と
の間でミスマッチもおこり，企業にとっては応募学生の振るい落としに忙殺されるため，そ
の業務を外部委託さえしている。また，学生にとつても当初から採用の見込みがないものへ
いたずらに応募することで無駄な時間を費やし，本人の実力に相応する企業へ応募するチャ
ンスを逸するという実態がある。こうしたミスマッチを解決するためにも，企業による本音
の具体的条件を採用基準とする方向に動いている。また，学生自身も自分のもつ条件を基準
として，希望する専門性や OBなどが就職活動や就職活動後に得た体験や情報を得ることが
有用という認識に至ってもきている。
　このように企業と学生の本音の情報を得ることが基本的条件となってきたが，依然として
新卒者や求職者がアポイントを取り会社訪問をするには時間的制約も有り敷居も高く，その
ため就職収集源として，プログや SNSを利用することで就職サイトのマイナビやリクナビ
や日経ナビなどを利用し就職活動に関わる情報を共有することも必要条件ではある。
　就職サイトには情報発信の共有が容易になり就職活動を進めていく上で重要な情報が豊富
に載せられている。また，情報も公開されている。しかし，社員個人がどのような就職活動
をし，就職した企業に対してどのような考えを持ち活動しているかという経験情報は就職サ
イトで得ることは難しいのも現状である。
　２０１２年１１月，日本経済団体連合会によれば，「採用選考に関する企業の倫理憲章」の改定
により就職活動の短期化が話題となり，短期化する就職活動の「ソー活」と言われている双
方向で効率よく情報が収集できるソーシャルメディアは，企業にとっても求職者に対して必
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要な情報を提供し，就職活動を行う新卒者や求職者にとっても自ら情報を発信し，企業の求
める条件を取得したりすることは大きな利点がある。こうした機能を有することでソーシャ
ルメディアの利用者の拡大も後押しし，企業もソーシャルメディアを活用し，企業側にも求
職者に対して自社への理解を高めてもらうことでミスマッチを減らし，求める人材を効果的
に採用することができ，それに伴いソーシャルメディアの「ソー活」は認知が急速に拡大し
ている。
　そして，時代の変化に急速に迅速に対応し，企業側が必要としている資質や能力，とくに
身につけてほしい専門知識や語学能力などに関するメッセージを，新卒者や求職者がどのよ
うにとらえて把握しているかを検討し今後の課題としたい。
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Summary

Relationship between the qualification as communication skills 
in the modern society and motivation in the job hunting（2）
── Changing Job Hunting and the Reality of Utilizing Blogs and SNS──

Takako Kouno

　　Today, social media, as a new network communication tool, is one of the most used serv-
ices in Internet, of which purpose is sending information and communication of individuals.

　　More companies are sending out information to job seekers, and more job seekers are 
using SNS to communicate with the possible employers.
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